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研究成果の概要（和文）：インターネットと選挙をめぐる通常化・平準化をもたらす要因を明らかにすることが
研究の目的である。通常化とは大政党やベテラン議員が、平準化とは中小政党や新人候補が、それぞれインター
ネットを積極的に利用していることを指す。2019年参院選・2021年衆院選時に行った調査では、候補者レベルに
おける通常化の進行が見出された。選挙区レベルでは選挙の接戦度と選挙区特性が通常化・平準化と関係がある
可能性が示唆されており、さらに深く分析を進めている。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to examine the factors that affect an 
occurrence of normalization or equalization. Normalization stands for a state of affair in which 
major parties or senior politicians use the Internet in a positive manner, and equalization, 
conversely, means a state in which minor parties or fresh candidates use it more actively. The 
results of the research conducted at the 2019 Upper House election and the 2021 Lower House election
 indicate that normalization at candidate level would be in progress in the Japanese national 
elections. On the other hand, our analyses at district level suggest that the occurrence of 
normalization and equalization might be associated with electoral competitiveness and district's 
characteristics. On this point, a deeper analysis is currently underway.

研究分野：政治学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本における2013年の「ネット選挙解禁」は、ヒトやカネなどのリソースを相対的に多く持たない中小政党や新
人候補がインターネットの利用を通じて、大政党やベテラン議員とほぼ同等に選挙運動を行うことができるとの
期待をも生み出した。しかし、実証研究の結果はむしろ大政党やベテラン議員がより積極的にインターネットを
利用していることを示している。さらに、政党や候補者によるインターネット利用状況は、選挙区ごとでも違い
がある可能性が示唆されている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 これまでのインターネットと政治に関する諸研究において、多くの研究者が取り組んできた
のは、議員や候補者によるインターネットの利用が「通常化（normalization）」と「平準化
（equalization）」のどちらを生じさせてきたのか、という問題である。通常化および平準化は次
のように定義される。 
 
通常化：現実の政治の様態が、インターネット空間上にも反映されている現象。たとえば、大政
党もしくは現職の議員などが、現実の世界と同じように、サイバースペースにおいても存在感を
強めるようになること。 
 
平準化：インターネットの利用によって、カネや人などのリソースに乏しいアクターがリソース
を多く持つアクターと対等に競争できるようになる現象。中小政党や新人候補などがより積極
的にインターネットを利用する。（Margolis, M., D. Resnick, and J. D. Wolfe, “Party 
Competition on the Internet in the United States and Britain,” Harvard International 
Journal of Press / Politics, 4 (4), 1999, pp.25-47.）。 
 
 国外を対象とする先行研究では、通常化の進行を示す分析結果が多かった（e.g. Gibson, R. K., 
A. Rommele, and S. Ward (2003) “German Parties and Internet Campaigning in the 2002 
Federal Election,” German Politics, Vol.12, No.1, pp. 79-108. ）。日本についても、研究代表
者らによる一連の研究によって、通常化が進行している可能性が高いことが示されてきた（岡本
哲和 (2017)『日本のネット選挙: 黎明期から 18 歳選挙権時代まで』法律文化社）。すなわち、
中小政党や新人候補と比較して、大政党や現職候補の方が積極的にインターネットを利用して
いたことが明らかにされた。その一方で、インターネットの中でもツイッター等のソーシャル・
メディアはオープン性や対等性といった性質を有しているため、その普及が平準化をもたらす
と指摘する研究者もいる（上ノ原秀晃 (2014)「2013年参議院選挙におけるソーシャル・メディ
ア：候補者たちは何を『つぶやいた』のか」『選挙研究』30 (2)、pp.116-128.）。 
 しかし、これらの通常化・平準化の進行について検証を試みた先行研究には、「なぜ通常化あ
るいは平準化を生じるのかという問題が取り扱われてこなかった」という問題がある。これにつ
いての分析がこれまでほとんど行われてこなかったことが本研究開始当初の背景にある。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、インターネット政治に係る通常化あるいは平準化の進行に影響を及ぼす要
因を、日本を対象とするデータを用いて明らかにすることにある。この目的の達成のために、「選
挙制度・選挙区ごとに通常化・平準化の検証を行うという分析上の新たな試み」を行う。先行研
究は、主として 1つの国を単位として通常化・平準化の検証が行われてきた。これでは従属変数
に分散がなくなるため、因果関係を十分に明らかにできない。また、複数の国の比較を行うとい
う方法には、統制すべき要因がきわめて多くなるという方法論上の問題がある。そこで、本研究
では、選挙区レベルおよび（同一の選挙で複数の選挙制度が並存する日本の特徴を自然実験とし
て利用するため）選挙制度レベルに焦点を合わせて通常化・平準化の度合いを検証する。 
 先行研究がないため分析は多分に探索的にならざるを得ない。しかし、上の「研究開始当初の
背景」で説明したように、これまでのインターネットと政治に関する研究における大きな空隙を
埋めて、インターネットと政治をめぐる政治学研究への実証面での貢献を成すことを試みる。 
 
３．研究の方法 
 
研究目的達成のために、2019 年参議院選挙および 2021 年衆議院選挙時に、（1）候補者による
インターネット利用の状況、（2）有権者によるインターネットを介した選挙情報との接触および
その影響、についての調査をそれぞれ実施した。調査のより具体的な内容は以下のとおりである。 
 
① 2019 年参議院選挙における候補者のインターネット利用状況調査 
 2019 年 7月 4日から 7月 20日までの公示期間に、370 名の候補者がウェブサイト、ツイッタ
ー、フェイスブックを利用しているかどうかについて確認を行った。作業は主に研究補助者が行
い、研究代表者が結果についてチェックを行った。 
 
② 2019 年参議院選挙における有権者調査 



 
 調査はネット調査会社に委託して、2019 年参院選の投票日翌日にあたる同年 7月 22 日から 24
日までの期間において実施された。有効サンプル数は 1038 である。主な質問内容は、「居住地の
選挙区における候補者のウェブサイト、ツイッターでのツイート、フェイスブックについて、そ
れぞれを見たり読んだりしたことがあったかどうか」また「どのような影響があったか」である。 
 
③ 2021 年衆議院選挙における候補者のインターネット利用状況調査 
 2021 年 10月 19日の公示日から 10月 31日の投票日までの期間に 1051名の全候補者に対して
ウェブサイト、ツイッター、フェイスブックを利用しているかどうかについての確認を行った。 
 
④ 2021 年衆議院選挙における有権者調査 
 
調査はネット調査会社に委託して、2021 年衆院選の投票日翌日にあたる同年 11月 1日から同
月 3日までの期間において実施された。有効サンプル数は 1100 である。 
主な質問内容は、「2021 年 10 月 19 日の衆議院選挙の公示日から 10 月 31 日の投票日までの間
に、居住地の小選挙区における候補者のウェブサイト、ツイッターでのツイート、フェイスブッ
クについて、それぞれを見たり読んだりしたことがあったかどうか」また「どのような影響があ
ったか」である。 
 
４．研究成果 
 これまでの分析では以下のことが明らかになった。 
 
（1）2019 年参院選時における有権者調査の主な結果は以下のとおりであった。 
 
① 候補者ウェブサイトでは 16.3％、ツイートでは 7.2％、そしてフェイスブックでは 4.6％が、
それぞれ「見た」、あるいは「読んだ」と回答した。候補者によるウェブサイト、ツイート、
フェイスブックのすべてに接触したと回答した人の割合は 2.6％であった。また、ウェブサ
イト、ツイート、フェイスブックのいずれか 1つにでも接触した経験があるとの回答割合は、
19.1％となっている。 
 
② 参議院選挙が実施された 2019年は亥年であった。亥年の参院選については、地方選の
影響によって投票率が相対的に低くなるという「亥年現象」の存在がこれまで指摘され
てきた（石川真澄（1984）『データ戦後政治史』岩波書店）。そこで、有権者によるイン
ターネットを通じた選挙情報との接触に焦点を合わせて、時間的に先行する地方選挙の
実施がそれにどのような影響を及ぼしたかを検証した。得られたのは、「選挙疲れ仮説」
を支持する結果である。すなわち、地方選挙が実施された都道府県の有権者は、実施さ
れなかった都道府県の有権者と比較して、参院選の選挙情報に接触する確率が低いこと
が示された。ここでの結果は、亥年選挙における参院選での投票率低下について、選挙
動員以外の要因が影響を及ぼしている可能性があることを示唆するものである。 

 
（2）2021年衆院選時における有権者調査の主な結果は以下のとおりである。 
 
① 小選挙区候補者が発信した情報との接触に焦点を合わせると、調査回答者のうち、候補
者のウェブサイトにアクセスした経験があると回答した人の割合は、17.4％（1066 人
中 185人）であった。それに対して、候補者のツイッターとの接触経験率は 6.5％（1075
人中 70人）、そして候補者のフェイスブックとの接触経験率は 2.9％（1048人中 32人）
であった。 
  
② 世代別に見た接触率では、若い世代で接触率が高くなっていた。3つのツールのいずれ
においても、「18・19歳」「20代」「30 代」の接触率が、「40 代」およびそれ以上の世
代のそれを上回っている。 

 
③ 有権者がインターネットで選挙情報に接触した理由について、ウェブサイト、ツイート、
フェイスブックの 3 つに共通して見られるのは、「投票先決定の参考にするため」との
理由を挙げた割合が最も多かったことである。それと比較して、投票意思決定目的以外
の接触目的、すなわち、自分が「投票しようと思っていた候補者（によるもの）だった
から」や「テレビなどで候補者が取り上げられていたから」という理由を挙げた割合は
低かった。ウェブサイト、ツイート、フェイスブックの間の回答率については、統計的
に有意な差はなかった。 
 
④ インターネットでの選挙情報との接触及ぼした影響については、3 つのツールのいずれ
についても、割合が最も高かったのは「投票先を決めるのに役立った」との結果が得ら
れた。ウェブサイトとフェイスブックでは 40%以上に、ツイッターでも 40%近くに達し



ている。情報接触から受けた具体的で強い影響を表す「（その）候補者に投票しようと
思った」との回答は、3 つのツールのいずれでも 20%程度に留まっていた。ウェブサイ
トとツイッターでは、「特に何も影響を受けなかった」との回答割合を下回っている。
フェイスブックでは「投票しようと思った」が「影響を受けなかった」をわずかに上回
っている。示されたのは、候補者がインターネットで発信する情報の影響が限定的なも
のに留まっている可能性である。なお、ウェブサイト、ツイート、フェイスブックの間
の回答率については、ここでも統計的に有意な差はなかった。 
 
（3）2019 年参院選における候補者調査の結果は以下のとおりである。 
 
① 候補者全体で見れば、ウェブサイトについては 71.9%、ツイッターについては 75.7%、
フェイスブックについては 70.5%の候補者がそれぞれ利用していた。ウェブサイトにつ
いては、2007 年以降の参院選において最も低い利用率であった（研究代表者の科学研究
費を用いたこれまでの調査による）。これはフェイスブックの利用率でも同様であった。
それに対して、ツイッターについては 2013 年以降の参院選で最も高い利用率が示され
た。 
 
② 政党別に見ると、自民党候補および立憲民主党候補でウェブサイトの利用率が高い（前
者は 100%、後者は 95.2%）。一方、共産党候補と無所属候補の利用率はどちらも約 60%で
あった。ツイッターについては、立憲民主党候補の利用率は 97.6%と高い。自民党候補
では 74.4%であり、ウェブサイトほど高くはないことが特徴的である。無所属候補のツ
イッター利用率は 54.7%とウェブサイト同様に低かったが、共産党候補では 87.5%と自
民党候補よりも高くなっている。フェイスブックの利用率では、自民党候補が 95.1%、
立憲民主党候補が 92.9%とウェブサイト同様に高い。共産党候補も 87.5%と比較的高か
ったが、無所属候補の利用率は 51.3%に留まっていた。 
 
③ 候補者の地位別では、ウェブサイト、ツイッター、フェイスブックのいずれにおいても、
新人候補と比べて現職候補の利用率が高かった。特に、ウェブサイトとフェイスブック
では、現職候補と新人候補との間の利用率の差は 30%ポイント以上であった。それに対
し、ツイッターではその差は 7.7%ポイントに留まっている。 
 
（4）2021 年衆院選における候補者調査の結果は以下のとおりである。 
 
① ウェブサイト、ツイッター、フェイスブックの 3つについて、全候補者におけるそれぞ
れの利用割合示したのが図 1である。比較のため、2014 年と 2017 年の衆院選における
候補者利用率も示している（いずれも研究代表者による調査結果に基づく）。候補者に
よるウェブサイトについては、利用率が選挙のたびに一貫して上昇していくといった傾
向は見いだされなかった。また、ほぼすべての候補者がそれを利用するようになるとい
う「成熟化（maturation）」の状態にも達しているとは言えない。ツイッターについて
は、ウェブサイトとはやや異なる傾向が見出せる。2014 年および 2017 年の衆院選での
ツイッター利用率は、いずれも 50%台半ばであった。それが 2021 年衆院選では、75.5%
と 20 ポイント近く上昇している。フェイスブックについては、2021 年衆院選における
その候補者利用率は 73.4%であった。ウェブサイトおよびツイッターのそれと比べて、
さほど大きな違いはない。ただし、フェイスブックについてはツイッターで見られたよ
うな利用率の急な上昇は見られなかった。候補者によるフェイスブックの利用率は、ツ
イッターよりもウェブサイトのそれに近い特徴を持つことがわかる。 
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② 政党ごとのインターネット利用率については、ウェブサイトでは、2021 年衆院選で最も
利用率が高かったのは自民党候補であり（90.8%）、立憲民主党候補がそれに続く
（89.2％）。日本維新の会候補も 84.4％と高い割合を示している。これらの 3つの政党
は、2014 年および 2017 年衆院選でもウェブサイトの利用率は高かった。その一方で、
共産党候補の利用率は 53.1%と低い。ツイッターについても、立憲民主党候補と維新候
補はウェブサイトと同様に積極的に利用していた（前者は 87.1%、後者は 79.2%）。自民
党候補については、利用率が 67.0%と、比較的低くなっているところがウェブサイトの
利用状況とは異なる。2014 年および 2017 年の衆院選でも、自民党候補のツイッター利
用率はウェブサイトほど高くなかった。一方、共産党候補のツイッター利用率は 89.2%
と最も高くなっていた。共産党候補がツイッターをより積極的に利用する傾向があった
ことは、2019 年参院選と同様である。 フェイスブックの利用状況では、ウェブサイト
に近い特徴が見られた。すなわち、自民党候補、立憲民主党候補、維新候補の利用率が
相対的に高い（それぞれ、84.5%、87.1%、78.1%）。公明党の利用率はウェブサイトと同
様に、フェイスブックでも低くなっている（49.1%）。ただし、共産党については、ツイ
ッターほどではないが、フェイスブックの利用率は比較的高かった（70.0%）。 
 
③ 候補者の地位別に見たインターネット利用率について、ウェブサイト、ツイッター、フ
ェイスブックの 3つのインターネット・ツールに共通する特徴は、いずれも前職の利用
率が新人のそれを上回っていることである。同様の状況は、2014 年衆院選や 2017 年衆
院選等の過去の衆議院選挙においても見出されてきた（岡本哲和（2021）「日本における
候補者のインターネット利用：2000-2019」『関西大学法学論集』第 71巻第 3号、1－48
頁）。ただし、ウェブサイトおよびフェイスブックと比較して、ツイッターでは前職と
新人の間の利用率の差は相対的に小さくなっていた。候補者全体のインターネット利用
状況については、フェイスブックはツイッターよりもウェブサイトに近い特徴を持つこ
とは上で指摘した。同じ特徴は、ここでも現れている。 
                                        
2019 年衆院選における候補者調査から明らかになったのは、次の 2 点である。第 1 は、
ツイッターの利用状況についてはウェブサイトおよびフェイスブックとやや異なる特徴が
あることである。そして第 2は、通常化の傾向が現れていることである。自民党や立憲民主
党のような大政党・主要政党の候補者は積極的にインターネットを利用していた一方で、共
産党や無所属の候補者の利用率は低い。さらに、新人候補と比べて、前職候補がより積極的
にインターネットを利用していた。 
以上の結果は、候補者個人を単位として行われた分析を基にしている。これに対し、衆議
院の小選挙区を単位とする分析では選挙の接戦度と選挙区特性が通常化・平準化の進行と
関係がある可能性が示唆されている。 
選挙区ごとのインターネット利用の積極度を測る指標の作成、そして選挙区ごとの通常
化・平準化の進行度合いを測る指標の作成とデータセットの作成については、現在も進行中
である。通常化・平準化の進行については、有権者調査データの分析とも合わせて、今後も
分析を進める予定である。 
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